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1　森林整備の現状と課題
本町は、香川県の中央に位置し、北東部に高松市、西部に丸亀市、南部にまんのう町に隣接し、高鉢山、鷹巣山、鞍掛山、火の山等の幾多の中心的な山があり、これらの山並みを水源とするため池が１８９６箇所有り、主に農業用として利用されている。また、南東部に笠形山と樫原国有林に狭まれ、水源の森・讃岐の名水に選ばれた柏原地区を水源とする綾川が，町の中央部を南東から北西に流れ中讃地域を潤している。柏原地区は、優れた自然景観と渓谷美を誇り、恵まれた自然環境を利用したキャンプ場を整備し、県内外より多くのキャンパーや家族連れが訪れている。
本町の総面積は10,967haで、森林面積は5,157haあり総面積の47％を占めている。その内訳は、国有林が652haで民有林は4,504haとなっており森林面積の87％を占めている。その内訳は、人工林1,426ha(32%)､天然林3,008ha(67%)で、人工林の樹種別は、ヒノキ､スギ､マツ､広葉樹であり、天然林はマツ､広葉樹となっているが、松林の大半が松くい虫の被害を受けている
人工林のヒノキについては，保育期にある森林が大半を占めており、森林施業計画を通じた除伐・間伐の指導を中心に松くい虫の被害を受けた跡地をヒノキ等への転換を図り、必要に応じた育成天然林を推進するなど山地災害防止にも配慮した森林施業を実施する必要がある。
2　森林整備の基本方針
本町の森林土壌は、和泉砂岩層を基盤とした乾性褐色森林土に広く覆われている。近年の松くい虫被害により松の根株が腐朽し、山地崩壊の危険が高くなってきているため、安定した森林状態が維持されるよう各種治山対策が必要である。
このため本町の森林を森林資源の状況から、枌所・西分、山田・羽床上、旧綾南町の3地区に大きく分け、それぞれの地区の特徴に応じた森林を造成する。枌所・西分の地区は随所に土砂流出防止機能の発揮が期待される保安林が点在するものの、全般的には木材生産機能を優先させるべき森林である。地形、土質等各種の条件に適合した施業を林家の経営規模を考慮の上、計画的に実施し、生産目標に応じた林齢で伐採することとする。また、柏原渓谷等自然を生かしたレクリエーション地域としての活用を図りながら国有林と一体化した森林整備を行う。
北部に点在する山田・羽床上・旧綾南地区については、生活環境の保全と災害防止に重点を置いた整備を行うものとする。
（1）　森林整備の基本的な考え方

森林の整備に当たっては、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため各機能の充実と機能間の調整を図り、適正な森林施業の実施により健全な森林資源の維持増進を図るものとする。

（2）　森林整備の推進方向

1の森林整備の現状と課題を踏まえ、地域森林計画で定める森林整備の推進方向を基本とし、森林の持つ機能の発揮の上から望ましい森林資源の姿に誘導するために、次の3区分に分類し森林整備を推進することとする。

①　水土保全林

樹根及び表土の保全に留意し、林木のおう盛な成長や下層植生の発達を確保するため、適切な保育、間伐等を促進するとともに、高齢級の森林への誘導や伐採にともなう裸地面積の縮小、分散を基本とする。

②　森林と人との共生林

森林の構成を維持し、樹種の多様性を増進することを基本とし、それぞれの森林が求められる機能やあり方に応じ、保護及び適切な利用の組み合わせに留意して、適切な保育・間伐等を推進するとともに、生態系や生活環境の保全等に重要な役割を果たしている森林等の保全を推進する。

③　資源の循環利用林

森林の健全性を確保し木材需要に応じた樹種、径級の材木を生育させるための適切な造林、保育及び間伐の実施を推進する。

3　造林から伐採に至る森林施業の推進方策

2の森林整備を推進する上で重要となる林業労働力について、その担い手の主体である香川西部森林組合は、現在保育作業を中心とした体制となっており、間伐の着実な実施が重要課題となっていること、今後主伐期を迎える林分が多くなること等から、伐採を計画的に実施するための体制整備を推進するものとする。

また、適切な森林整備を推進していくために、香川西部森林組合、林研グループ、県の林務担当部局、森林所有者、森林管理事務所等の相互の連携を、より一層に密にし、講習会等を通じて、技術指導、啓発、普及に努めるとともに、国、県の補助事業、「森林・山村対策」及び「国土保全対策」等の地方財政措置の積極的活用を図り、森林整備の推進を図るものとする。

4　森林施業の合理化に関する基本方向

本町に森林を有する国、県、町、個人等森林所有者及び香川西部森林組合等で相互に連絡を密にして、官民一体となった森林施業の共同化、林業後継者の育成、林業機械化の促進整備など、長期展望に立った林業諸施策の総合的な導入と実施を計画的かつ組織的に推進するものとする。

第 2　立木竹の伐採に関する事項（間伐に間する事項を除く）
主伐期を迎える人工林については、適切な林齢において、計画的かつ効率的な伐採を推進することを重点とし、伐採に当たっては、公益的機能の発揮に十分留意し、伐区の分散、保護樹帯の設置等に努めることとする。

1　樹種別の立木の標準伐期齢

	地　　域
	樹　　　　　　　　　　種

	
	スギ
	ヒノキ
	マツ
	クヌギ
	その他

広葉樹

	本町全域
	35年
	40年
	30年
	10年
	15年


注）標準伐期齢は、地域を通じた立木の伐採(主伐)の時期に関する指標として定めたものであるが、標準伐木齢に達した時点での森林の伐採を促すものではない。

2　立木の伐採（主伐）の標準的な方法

本町における気候、地形、土壌等の自然的条件、森林資源の構成、森林に対する社会的要請、施業制限の状況及び木材需要の動向を勘案し立木の伐採は次のとおり行うものとする。

　　　ア　育成単層林施業

　　　　育成単層林施業にあっては、気候、地形、土壌等自然的条件、林業技術体系等からみて、人工造林又は萌芽更新により高い林地生産力が期待される森林及び森林の有する公益的機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林について、以下の事項に留意の上実施すること。

　　　①　主伐に当たっては、自然的条件及び公益的機能の確保についての必要性を踏まえ１箇所当たりの伐採面積の規模、伐採箇所の分散に配慮すること。また、林地の保全、落石の防止、寒風害等の各種被害の防止及び風致の推持等のため必要がある場合には所要の保護樹帯を設定すること。

　　　②　主伐の時期については、必要に応じ多様な木材需要に対応できるよう地域の森林構成等を踏まえ、多様化、長期化を図ることとし、生産目標に応じた林齢とすること。

　　　　③　伐採跡地については、萌芽による更新が確実な林分を除き的確な更新を図るため適地適木を旨として気候、土壌等の自然的条件に適合した材種を早期に植栽すること。

　　　　　　また、萌芽更新の場合は、優良な萌芽を発生させるため１１月から３月の間に伐採し、必要に応じ、芽かき又は植え込みを行うこと。

4 保育及び間伐については、森林の質的向上と健全性の維持が図られるよう森林の状況に応じて適期に適切に行うこと。

　人工林の生産目標ごとの主伐の時期は、下表を目安として定めること。

	樹　　　種
	 　　　標　準　的　な　施　業　体　系
	 伐採時期の

 目安（年）
	

	
	
	
	
	
	

	
	 　　生　産　目　標
	 仕立方法
	  eq \o\ad(期待径級,　　　　　　　　　　)
	
	

	ヒ　ノ　キ
	 一般建築材・（大径材）
	中仕立
	 ２８
	 ７０
	

	
	 　柱材・一般建築材
	
	 ２３～
	 ５０～
	

	ス　　　ギ
	 一般建築材・（大径材）
	中仕立
	 ３８
	 ６５
	

	
	 　　一般建築材
	
	 ２０～
	 ４０～
	

	マ　　　ツ
	 一般建築材・（大径材）
	
	 ２６～
	 ６０
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 　　一般建築材
	
	
	
	 ２２～
	 ４０～
	

	
	
	
	
	
	

	 　ク　ヌ　ギ
	 　　しいたけ原木
	
	 １０～１６
	 １５～２０
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	 　その他広葉樹
	
	
	
	 １５～
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　　　イ　育成複層林施業

　　　　　　育成複層林にあっては、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系等からみて人為と天然力の適切な組み合わせにより複数の樹冠層を構成する森林として成立し、森林の諸機能の推持増進が図られる森林について、以下の事項に留意の上実施すること。

　　　　　①　主伐に当たっては、複層状態の森林に確実に誘導する観点から自然的条件を踏まえ森林を構成している樹種、林分耕造等を勘案して行うこと。

　　　　　②　択抜による場合は、森林の生産力及び公益的機能の増進が図られる林型に誘導することを目標に、適正な繰り返し期間とし、伐採率３０％を基準とする。

　　　　　③　群状、列状皆伐等皆伐による場合は、適切な伐採区域の形状、伐採面積の規模、伐採箇所の分散等に配慮するものとすること。

　　　　ウ　天然生林施業

　　　　　　気候、地形、土壌等の自然条件、林業技術体系等からみて、主として天然力を活用することにより、的確な更新及び森林の諸機能の維持増進が図られる森林については、以下の事項に留意の上実施すること。

1 主伐につては、イに準じることとする。森林の保全、自然環境の保全、種の保存のために禁伐その他の施業を行う必要のある森林については、その目的に応じて適切な施業を行うこと。

3　主伐を見合わせるべき立木の樹種別の年齢

	地　　域
	樹　　　　　種

	
	スギ
	ヒノキ
	マツ

	本町全域
	20年
	20年
	20年


注）以下の森林は除く

ア　保安林、保安施設地区内の森林、森林法施行規則第7条の2各号に掲げる森林及び原生自然環境保全地域内の森林であって立木の伐採について禁止され、又は伐採の年齢について制限のある森林

イ　特用林及び自家用林

ウ　病虫害の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき林分として4で定める森林

エ　試験研究の目的に供している森林、その他これに準ずる森林

オ　森林保健機能増進計画に記載されている森林保健施設の位置に存する森林

4　病虫害の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき林分

	森林の所在
	伐 採 を 促 進 す べ き 理 由
	備　考

	該当なし
	
	


　　　注) 病害虫のまん延のため緊急に伐倒駆除する必要が生じた場合等については、ここに定める森林以外の森林であっても、伐採の促進に関する指導等を行うことがある。

5　その他必要な事項

主伐期を迎える人工林について、計画的かつ効率的な伐採を推進することとする。

第 3　造林に関する事項
造林については適地、適木を旨とし、立地条件、木材の利用状況等を勘案し、森林資源の確保、公益機能の増進を図るため、施業の方法その他必要な事項を定め、森林の健全な育成を図ることとする。

1　人工造林及び天然更新の対象樹種

	区　　　分
	樹種名（針葉樹）
	樹種名（広葉樹）
	備　考

	人工造林の対象樹種
	スギ、ヒノキ
	クヌギ、ケヤキ、コナラ
	

	天然更新の対象樹種
	マツ
	クヌギ、ケヤキ、コナラ
	


なお、定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、県の林務担当部局又は町経済課とも相談の上、適切な樹種を選択するものとする。

2　植栽本数その他造林の標準的な方法

（1）　人工林の樹種別、仕立ての方法別の植栽本数

	樹　種
	仕立ての方法
	標準的な植栽本数（本／ha）
	備　考

	ス　ギ
	中仕立て
	3,000～4,000
	

	ヒノキ
	中仕立て
	3,000～4,500
	

	マ　ツ
	
	3,000～4,000
	

	クヌギ
	
	3,000～4,000
	


なお、定められた標準的な植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合は、県の林務担当部局又は町経済課とも相談の上、適切な植栽本数を判断することとする。

（2）　その他人工造林の標準的な方法

	区　　分
	標　準　的　な　方　法

	地拵えの方法
	等高線沿いに堆積する全刈筋積を原則とする。なお急傾斜地等の崩壊の危険性のある箇所については、生木積み地拵えを行い林地の保全に努めるものとする。場所によっては、すじ刈法・坪刈法を用いる

	 eq \o\ad(植付の方法,　　　　　　)
	一般に長方形植えと正方形植えを原則とし、丁寧植えとする。地形によっては正三角形植えとする。

	 eq \o\ad(植栽の時期,　　　　　　)
	2月～4月上旬までに行うこととし、秋植の場合は苗木の根の成長が鈍化した時期（10月～11月）に行うものとする。


（3）　天然更新補助作業の標準的な方法

	区　　　分
	標　準　的　な　方　法

	地表処理
	ササの繁茂や枝条の推積により、天然下種更新が阻害されている箇所については、掻き起こしや枝条整理等を行い、種子の定着及び発育の促進を図るものとする。

	刈り出し
	天然稚幼の育成がササ等の下層植生によって阻害されている箇所については稚幼樹の周辺を刈り払い稚幼樹の成長の促進を図るものとする。

	植え込み
	天然下種更新及び萌芽更新の不十分な箇所については、経営目標等に適した樹種を選定して植え込みを行うものとする。　　　　　　　　

	芽かき
	萌芽更新を行った箇所については、目的樹種の発生状況により必要に応じて優良芽を１株当たり２～３本残し、それ以外のものは掻き取る。


3　伐採跡地の更新すべき期間

　　　　森林資源の積極的造成と林地の荒廃を防止するため、伐採後直ちに更新を図るべきであるが遅くとも伐採後２年以内に更新を完了すること。天然更新によるものは早期に更新を図ることとするが、更新補助作業が必要なものは２の(3)に定める方法に基づき更新の確保を図ること。

　　　　天然更新により更新を行う場合は、「香川県天然更新完了基準」により伐採後概ね５年を目安に更新状況を確認するものとする。なお、更新が完了していないと判断されるものについては、更新補助作業又は人工造林等を行い、確実な更新を図るものとする。

　　　《香川県天然更新完了基準》

　　　　造林木及び県内に自生する高木の稚幼樹（保残木及び萌芽を含む）が、次のいずれかの状態をもって、更新完了とする。

　　　　①樹高が概ね３０ｃｍを超え、密度が1,000本／ha以上の状態が、伐採跡地全体の７０％以上あること。
　　　　②樹冠疎密度が１０分の３を超えていること。

4　植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の所在

	 eq \o\ad(森林の区域,　　　　　　　)
	備　　　　　　　　考

	　　　該当なし
	


5　その他必要な事項

該当なし

第 4　間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育の基準
間伐及び保育は、これまで造成されてきた人工林を健全な状態に維持して行く上で必要不可欠な作業であり、適切な時期及び方法により推進することとする。

1　間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法

	樹　種
	施行体系

植栽本数
	間伐時期
	間伐の方法

	
	
	初回
	2回目
	3回目
	

	スギ
	中仕立て

3,000~4,000
	20～40年生

地位等を考慮し必要な回数を行う。
	選木の方法

　枯損木、病虫害木、被圧木などの順に幹の形質に重点をおいて行う。

間伐率

　間伐率は概ね10～30％とする。

　但し、林分密度によって適宜変動する。

	ヒノキ
	中仕立て

3,000~4,500
	20～40年生

地位等を考慮し必要な回数を行う。
	

	マツ

クヌギ


	3,000~4,000

3,000~4,000
	伐採時期及び回数は必要に応じて行う。

伐採時期及び回数は必要に応じて行う。
	


2　保育の作業種別の標準的な方法

	保育の種類
	樹　種
	間伐をすべき標準的な林齢及び回数
	標準的な方法
	備考

	
	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ
	Ⅶ
	Ⅷ
	
	

	下　刈
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	植栽木が下草より抜け出るまで行う。実施時期は、６～７月頃を目安とする。
	回数：毎年１～２回程度

	
	
	(植栽後)5~7年生
	
	
	
	
	
	

	
	マ　ツ

クヌギ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(植栽後)4~5年生
	
	
	
	
	
	

	つる切
	ス　ギ

ヒノキ

マ　ツ

クヌギ
	
	
	
	
	
	
	
	
	下刈り終了後、つるの繁茂の状況に応じて行う。実施時期は、６～７月頃を目安とする。
	回数：通常２回程度

	
	
	
	(下刈後除伐まで)
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	除　伐
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	造林木の成長を阻害したり、阻害が予想される侵入木や形成不良木を除去する。実施時期は、８～１０月頃を目安とする。
	

	
	
	
	
	(植栽後10年~利用伐木齢)
	
	
	

	
	マ　ツ

クヌギ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	(植栽後7年~利用伐木齢)
	
	
	
	

	枝打ち
	ス　ギ

ヒノキ

マ　ツ

クヌギ
	
	
	
	
	
	
	
	
	病虫害等の発生を予防するとともに、材の完満度を高め、優良材を得るために行う。実施時期は、樹木の生長休止時期の12月下旬～3月上旬頃とする。
	回数：通常４～５回程度（生産目標によっては伐採前の数年間行う場合もある）

	
	
	
	
	(植栽後10~25年生)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	肥　培
	ス　ギ

ヒノキ

マ　ツ

クヌギ
	
	
	
	
	
	
	
	
	(せき悪林地:植栽後2~3回施肥を行う)
	

	
	
	(植栽後2~3年生)
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


3　その他間伐及び保育の基準

間伐・保育が十分に実施されていない地域の人工林については，風害等に留意し、目的を達成するため、必要に応じた施業を実施することとする。

4　間伐を実施すべき森林の立木の収量比数

	樹種
	仕立て方法
	収量比数（Ry）
	備　　　　　考

	ス　ギ
	密仕立て

中仕立て

疎仕立て
	0.90

0.80

0.70
	

	ヒノキ
	密仕立て

中仕立て

疎仕立て
	0.90

0.80

0.70
	


第 5　要間伐森林の所在並びに実施すべき間伐または保育の方法及び時期に関する事項
要間伐森林の所在及び間伐または保育の方法並びにその時期

	要 間 伐

森林番号
	森林の所在
	面積

ha
	間伐または保育の方法
	時期
	備考

	
	位置
	林班･小班
	
	種類
	方　　法
	
	

	該当なし
	
	
	
	
	
	
	

	小　　　計（間伐）
	
	

	計
	
	


第 6　公益的機能別施業森林の整備に関する事項

1　公益的機能別施業森林の区域

公益的機能別施業森林は第1の2（2）に示す森林の区分のうち「水土保全林」及び「森林と人との共生林」の区域を定める。また、公益的機能別施業森林以外の森林の区域は第1の2（2）に示す森林の区分のうち「資源の循環利用林」の区域に該当するものとする。

（1）　水源かん養機能等維持増進森林

①　当該森林の区域

公益的機能別施業森林の区域のうち、水源かん養の機能又は土地に関する災害の防止の機能（山地災害防止機能）の維持増進を図る森林施業を推進すべき森林である「水土保全林」を別表1のとおり定める。

②　複層林施業を推進すべき森林の区域

該当なし

③　長伐期施業を推進すべき森林の区域

｢水土保全林｣の区域のうち長伐期施業を推進すべき森林の区域を別表2のとおり定める。

（2）　当該森林の区域

①　森林と人との共生林の区域

公益的機能別施業森林のうち環境の保全の機能（生活環境保全機能）の維持増進を図る森林施業を推進すべき森林その他水土保全林以外の森林である「森林と人との共生林」を別表1のとおり定める。

②　風害の防備のための森林その他の特に帯状に残存すべき森林の区域

該当なし

③　広葉樹等転換を必要とする森林（要転換森林）の区域

該当なし

④　特定広葉樹の育成を行う森林施業を推進すべき森林の区域

該当なし

（3）　（1）又は（2）のうち伐採方法その他施業の方法を特定する必要のある森林

該当なし
2　公益的機能別施業森林の区域における施業の方法

（1）　水土保全林

①　水土保全の区域における施業の標準的な方法

水源かん養機能又は山地災害防止機能の高度発揮を図るため、伐期の長期化及び伐採面積の縮小・分散を図ることを基本とし、下層植生の維持を図りつつ適正な森林の立木蓄積を維持し根系の発達を確保するとともに、立地条件に応じて複層林化や広葉樹の導入による針広混交林化を積極的に推進するものとする。

②　複層林施業の方法

該当なし

3 長伐期施業の方法

長伐期施業を推進すべき森林の区域における施業の方法を別紙1のとおり定める。

（2）　森林と人との共生林

①　森林と人との共生林の区域における施業の標準的な方法

生活環境保全機能又は保健文化機能の高度発揮を図るため、森林の構成を維持し、樹種の多様性を増進することを基本とし、自然環境の保全や景観の維持向上等、個々の森林に対する要請に応じた適切な施業を推進するものとする。

②　特に帯状に残存すべき森林の区域における施業の方法

該当なし

③　広葉樹等転換を必要とする森林（要転換森林）の区域における施業の方法

該当なし

④　特定広葉樹の育成を行う森林施業を推進すべき森林の区域における施業の方法

該当なし

（３）　（1）又は（2）のうち伐採方法その他施業の方法を特定する必要のある森林の施業の方法

該当なし
3　その他必要な事項

該当なし

第 7　森林の保健機能の増進に関する事項
該当なし

1　保健機能森林の区域

	森林の所在地
	森林の林種別面積（ha）
	備　考

	位　置
	林小班
	合　計
	人工林
	天然林
	無立

木地
	竹　林
	その他
	

	該当なし
	
	
	
	
	
	
	
	


2　保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法

	施業の区分
	施　　業　　の　　方　　法

	該当なし
	


3　保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備

（1）森林保健施設の整備

	施　　　設　　　の　　　整　　　備

	該当なし


（2）立木の期待平均樹高

	樹　　種
	期　　待　　平　　均　　樹　　高

	該当なし
	


4　その他必要な事項

該当なし

第 8　森林施業の共同化の促進に関する事項
1　森林施業の共同化の促進方向

本町の森林所有形態は、零細分散的であり、林野世帯の高齢化や過疎化の進行と不在村森林所有者の増加等により低下している森林の管理水準を改善し、森林施業を計画的、効率的に行うため、町・香川西部森林組合が中心となって森林施業の共同実施または施業委託を図っていくこととする。

特に、本町の林業労働力の中心的な担い手である香川西部森林組合への施業委託の推進を通じて、資本の整備、作業班の拡充・強化等事業実施体制の整備を図るものとする。

2　施業実施協定の締結、その他森林施業の共同化の促進方策

森林施業の共同化を助長し、合理的な林業経営を推進するため、森林施業共同化の重点的実施地区を設定し、施業実施協定の締結を促進し、造林、保育及び間伐等の森林施業を森林組合への委託等により、計画的かつ効率的な森林施業を推進することとする。

森林の整備に対して消極的な森林所有者に対しては、地区集会所等を利用して、森林管理の重要性の認識を深めるとともに、林業経営への参画意欲の拡大を図ることとする。

3　共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項

森林所有者等が共同で森林施業計画を作成する場合には、次の事項を旨として作成するものとする。

ア　森林施業計画を共同で作成する者（以下「共同作成者」という。）全員により各年度の当初等に年次別の詳細な実施計画を作成して代表者等による実施管理を行うこととし、間伐を中心として施業は可能な限り共同で又は意欲ある林業事業体等へ共同委託等により実施することを旨とすること。

イ　作業路網その他の施設の維持運営は共同作成者の共同により実施すること。

ウ　共同作成者の一員が施業等の共同化につき尊守しないことにより、その者が他の共同作成者に不利益を被らせることがないよう、予め個々の共同作成者が果たすべき責務等を明らかにすること。

第 9　林業に従事する者の養成及び確保に関する事項
1　林業に従事する者の養成及び確保の方向

本町の森林の大部分は経営規模が5ha未満の零細所有者であり、更に保有森林も7零級以下の若令級林が多いため生産性も低く、林業のみで生計を維持することは困難である。

従って、森林施業の共同化及び合理化を進めるとともに、農業との複合経営による林業経営の健全化及び安定化を目標とすることとする。

また、作業の合理化及び効率化に努める一方、森林組合の作業班の編成を拡充することにより、体質改善を図り、組合員と密着した協同組合としての機能を十分発揮できるよう、各事業の受委託拡大及び作業班の雇用の年通化と近代化に努めることとする。

2　林業労働者及び林業後継者の育成方策

（1）　林業労働者の育成

林業労働者の育成の課題は、林業経営の安定と経済性の向上を図り山づくりへの意欲を起こさせることと、働く者にとって他産業と同等以上の雇用条件を図ることである。

本町の林業は、小規模経営で農業との兼業がほとんどであるため、農業の振興策とともに林業労働者の育成対策を進めることに努めることとする。

また、林業従事者に対する技術研修の受講を推進し、林業従事者の技術の向上、更には労働条件の改善に努め雇用の安定化に努めることとする。

（2）　林業後継者等の育成

ア　農業を含む農林業後継者は労働加重等の労働環境条件の厳しさ及び収入が不安定であることなどから現状では増加は期待できない。このため森林組合作業班への期待が大きくなっており、森林組合の体質を改善し協同組合としての機能を十分発揮できるよう育成強化する。

イ　県内外の木材市況の動向把握に努め、情報を提供するとともに、木材消費の開拓について町としても検討することとし、林業経営の魅力を高めるようにすることとする。

ウ　各種林業補助施策の導入について検討することにより、林業の活性化と林業従事者の生活環境の整備を図るとともに、林業技術等の啓発、普及及び後継者の育成に努めることとする。

3　林業事業体の体質強化方策

本町の林業の担い手である森林組合においては、施業の共同化による受注体制の整備により、経営の多角化等を通じた事業量の拡大を図ることにより就労の安定化、近代化を図ることとする。また、作業班員の労働安全の確保、月給制、休日の導入及び各種社会保健への加入による勤務体系、賃金体系の改善を図り、雇用の通年化に努めることとする。

第10　森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項
1　林業機械化の促進方向

本町の人工林は7齢級以下が大半であり、保育、間伐等の森林施業が最も必要な時期になっている。また、今後においては主伐期を迎える人工林が徐々に増加する傾向にある。しかし、林家の経営は零細で、かつ林道等の基盤整備が十分でないことから、機械化の遅れは顕著である。

2　林業機械化の促進方策

チェンソー、刈払い機については、労働安全衛生面等を考慮し、低振動、低騒音に改良された機種を導入するものとする。オペレータの技術向上のため、講習会等への積極的な参加を推進し、林業における安全性の確保及び生産コストの低減を推進する。

第11　作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項
1　作業路網等の整備の方向
該当なし

2　作業路網の整備計画
該当なし

	路線名
	位　置
	延長

km
	利用施行
	他の路線との関係
	対図

番号
	備考

	
	
	
	種類
	数量
	名称
	種類
	箇所
	
	

	該当なし
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


3　その他森林の整備のために必要な施設の整備計画

	施設の種類
	位　置
	規　模
	対図番号
	備　考

	該当なし
	
	
	
	


第12　林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項

　　　　該当無し

第13　その他森林の整備のために必要な事項

1 森林施業計画の作成に関する事項

森林施業計画の策定に当っては、次に掲げる事項に留意し森林施業を効率的に実施することとする。
ア　第4の4の間伐を実施すべき森林の立木の収量比数となる場合における立木の材積を超える人工林の適切な間伐
イ　第8の3の共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項を踏まえた施業等の共同実施

2　生活環境の整備に関する事項

○　生活環境施設の整備計画

	施設の種類
	位　　置
	規　　模
	対図番号
	備　　考

	該当なし
	
	
	
	


○　森林の総合利用施設の整備計画

　　　　　　該当なし

3　森林の管理の状況等から公益的機能の維持・向上を図るため特に整備すべき森林に関する事項
該当なし

4　森林の総合利用の推進に関する事項

森林と人との豊かな関係を回復するための場として里山林等に対する期待が高まっており、県、住民、土地所有者等の協力による森林整備活動を推進する。そのために、森林の整備と森林の保健・文化・教育的な利用を組み合わせ広がりをもった活動に発展させるなど、住民等の意見も踏まえつつ里山林等が人々に一層利用され、適切に維持管理されるよう、参加型活動のための条件整備等を行う。

5 住民参加による森林の整備に関する事項

（1）　地域住民参加による取組に関する事項

拡大造林・除間伐等の施業から産する不要木等を利用し、炭焼き体験等を実施し、資源の循環利用について普及する。

また、町内の小・中学生をはじめ各種団体に対して、自然の大切さとふるさとへの愛着を育むため、森林づくりへの直接参加を推進する。

（2）　上下流連携による取り組みに関する事項

綾川は本町をはじめ下流の市町の水源として重要な役割を果たしている。このようなことから、下流の住民団体等へ水源の森林造成に参加してもらうように積極的に働き掛けることとする。

（3）　その他

町内外の住民の森林づくりへの直接参加を推進するため、森林づくりが出来る地域に、休憩施設等の整備を行い、ボランティア団体等が行う森林作業実施場所については、町として場所の選定、森林所有者との調整等、斡旋活動に積極的に取り組むこととする。

6　その他
（1）　森林施業の技術及び知識の普及・指導に関する事項

森林施業の円滑な実行確保を図るため、県等の指導機関、香川西部森林組合、林研グループとの連携を密にし、普及啓発、経営意欲の向上に努めることとする。

（2）森林病害虫防除に関する事項

病害虫から森林を保護するため、被害地域の拡大防止に努め、森林所有者等に対する啓発活動を積極的に行い、地域と一体となった健全な森林育成に努めることとする。

（3）　町有林の整備

本町は、現在人工林を中心に336haの森林を所有しており、人工林については、香川西部森林組合に保育・間伐等を委託して施行を実施し、今後、公有林としてモデル的森林造成を推進することとする。

別紙1　公益的機能別施行森林の区域のうち、長伐期施業の区域の施業方法

1　立木の伐採（主伐）の標準的な方法

	施業の区分
	 eq \o\ad(標準的な方法,　　　　　　　　　　　　)

	育成単層林

施業
	①　皆伐施業の区域は20ha未満の面積を原則とし、1箇所あたりの伐採面積を適切な規模とするとともに、伐採箇所についても努めて分散すること。


2　樹種別の立木の標準伐採齢

	樹　　　　種

	スギ
	ヒノキ

	80年
	90年


3　人工造林の対象樹種

	区　　　分
	樹種名（針葉樹）
	樹種名（広葉樹）
	備　考

	人工造林の対象樹種
	スギ、ヒノキ
	ケヤキ
	


なお、定められた樹種以外の樹種を植栽しようとする場合は、林業指導普及員又は町経済課とも相談の上、適切な樹種を選択するものとする。

4　植栽本数その他造林の標準的な方法

（1）　人工林の樹種別、仕立ての方法別の植栽本数

	樹　種
	仕立ての方法
	標準的な植栽本数（本／ha）
	備　考

	ス　ギ
	中仕立て
	3,000～4,000
	

	ヒノキ
	中仕立て
	3,000～4,500
	


なお、定められた標準的な植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合は、林業指導普及員又は町経済課とも相談の上、適切な植栽本数を判断することとする。

（2）　その他人工造林の標準的な方法

	区　　分
	標　準　的　な　方　法

	地拵えの方法
	等高線沿いに堆積する全刈筋積を原則とする。なお急傾斜地等の崩壊の危険性のある箇所については、生木積み地拵えを行い林地の保全に努めるものとする。

	 eq \o\ad(植付の方法,　　　　　　)
	正方形植えを原則とし、丁寧植えとする。

	 eq \o\ad(植栽の時期,　　　　　　)
	2月～4月上旬までに行うこととし、秋植の場合は苗木の根の成長が鈍化した時期（10月～11月）に行うものとする。


5　伐採跡地の更新すべき期間

	伐採跡地の更新すべき期間
	伐採後、原則として2年以内とする。


6　間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法

	樹　種
	施行体系

植栽本数
	間伐時期
	間伐の方法

	
	
	初回
	2回目
	3回目
	4回目
	5回目
	6回目
	

	スギ
	中仕立て

3,000~4,000
	20～80年生

地位等を考慮し必要な回数を行う。
	選木の方法

　枯損木、病虫害木、被圧木などの順に幹の形質に重点をおいて行う。

間伐率

　間伐率は概ね10～30％とする。

　但し、林分密度によって適宜変動する。

	ヒノキ
	中仕立て

3,000~4,500
	20～80年生

地位等を考慮し必要な回数を行う。
	


7　保育の作業種別の標準的な方法

	保育の種類
	樹　種
	間伐をすべき標準的な林齢及び回数
	標準的な方法
	備考

	
	
	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ
	Ⅶ
	Ⅷ
	Ⅸ
	Ⅹ
	
	

	下　刈
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(植栽後)5~7年生
	
	
	
	
	
	
	

	つる切
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	(下刈後除伐まで)
	
	
	
	
	
	

	除　伐
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	(植栽後10年~利用伐採齢)
	
	
	

	枝打ち
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	回数：通常5～6回(生産目標によっては、伐採前の数年間行う場合もある。)
	

	
	
	
	
	(植栽後10年~50年生)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	肥　培
	ス　ギ

ヒノキ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(せき悪林地:植栽後2~3回施肥を行う)
	

	
	
	(植栽後2年~3年生)
	
	
	
	
	
	
	


8　その他間伐及び保育の基準

間伐・保育が十分に実施されていない地域の人工林については，風害等に留意し、目的を達成するため、必要に応じた施業を実施することとする。


